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○仙台市学校給食運営審議会条例 

昭和五一年三月三一日 

仙台市条例第三号 

 

(設置) 

第一条 教育委員会の諮問に応じ、市立義務教育諸学校における学校給食の業務の運営に関する重要な事

項を調査審議させるため、仙台市学校給食運営審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

2 審議会は、前項に規定する事項に関し、教育委員会に意見を述べることができる。 

(平一三、三・改正) 

 

(組織) 

第二条 審議会は、委員十七人以内をもって組織する。 

2 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

一 学識経験者 

二 小、中学校の校長 

三 学校給食研究団体の代表者 

四 児童及び生徒の保護者 

五 関係行政機関の代表者 

(昭六二、九・改正) 

 

(委員の任期) 

第三条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

 

(会長及び副会長) 

第四条 審議会に会長及び副会長一人を置き、それぞれ委員の互選によって定める。 

2 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代行する。 

 

(会議) 

第五条 会長は、審議会の会議を招集し、その議長となる。 

2 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 審議会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところ

による。 

 

(委任) 

第六条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が定める。 

(平一三、三・旧第七条繰上) 

 

附 則 抄 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則(昭六二、九・改正) 

この条例は、昭和六十二年十一月一日から施行する。 

 

附 則(平一三、三・改正) 

この条例は、平成十三年四月一日から施行する。 

 



4 

              仙台市学校給食運営審議会実施要領 

 

                                                          （平成７年３月２７日教育長決裁） 

  （目的） 

第１条  この要領は，仙台市学校給食運営審議会の会議（以下「会議」という。）に関し必要な事項を  

定めるものとする。 

 

  （会議の公開） 

第２条  会議は，公開とする。ただし，次の各号に掲げる場合はこの限りでない。 

  （１） 仙台市情報公開条例（平成３年仙台市条例第２号）第６条に規定する情報を取り扱うことが明

らかな場合 

  （２） 非公開とすべき旨の出席委員の発議に対して出席委員の３分の２以上の同意があった場合 

  （３）  次回の会議の公開について，非公開とするかどうかの決定を会長に一任することにつき，出席

委員の３分の２以上の同意があり，かつ，会長が非公開とする決定をした場合 

 

（会議の傍聴） 

第３条  会議を傍聴しようとするものは，受付において住所，氏名等を備付けの用紙に記入しなければな

らない。 

２  傍聴席の定員は原則として２０名とし，傍聴希望者が定員を超えた場合は，先着順により決定する。

ただし，会場等の都合により，これにより難い場合は，会長がその都度，別に定員を定める。 

３  傍聴人が傍聴席に入場するときは，係員の指示に従い，指定された席に着かなければならない。 

４  凶器その他危険な物を持っている者，酒気を帯びている者その他議事の運営に支障を及ぼすと認めら

れる者は，入場することができない。 

５  傍聴人は次の事項を守らなければならない。 

  （１）  会議中は，静かに傍聴し，拍手をしたり発言をする等会議の進行を妨げるような行為をしない

こと 

  （２）  はち巻，腕章の類をする等示威的な行為をしないこと 

  （３）  飲食又は喫煙をしないこと 

  （４）  写真撮影，録画，録音等を行わないこと。ただし，会長がこれを認めた場合はこの限りではな

い。 

  （５）  他の傍聴人の迷惑になるような行為は行わないこと 

  （６）  その他，議場の秩序を乱し，又は会議を妨害するような行為をしないこと 

  （７）  係員から指示があった場合は，速やかに従うこと 

６  会長は，次の場合には傍聴人に対して，その行為を制止し，又は退場を命ずることができる。 

  （１）  傍聴人が前項の規定に反したとき 

  （２）  議場の秩序をみだすおそれがあるとき 

  （３）  その他議事の運営上必要があると認めるとき 

７  傍聴人には，非公開の部分を除いた議案及び会議資料を原則として配付する。 

８  非公開の部分を除いた議案及び会議資料については，会議終了後，仙台市市政情報センター及び各区

情報センター（以下，「センター」という。）において，市民等の閲覧に供するものとする。 
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  （会議録の作成）   

第４条  会議の次第は，会議録に記載しなければならない。 

２  会議録は，事務局において作成する。 

３  会議録は，原則として要点筆記の方法による。 

 

  （会議録の記載事項） 

第５条  会議録に記載する事項は，次のとおりとする。 

  （１） 会議の年月日 

  （２） 開会及び閉会の時刻 

  （３） 出席委員の氏名 

  （４） 出席事務局職員の職氏名 

  （５） 説明のために出席した者の職氏名 

  （６） 議案 

  （７） 議事の経過 

  （８） その他会議において必要と認める事項 

 

  （会議録の署名） 

第６条  会議録には，会長及び会長の指名した委員１名が署名しなければならない。 

２  署名後の会議録については，その写し（非公開の部分は除く。）をセンターにおいて市民等の閲覧に供

するものとする。 

 

  （議場の秩序維持） 

第７条  会長は，議場の秩序維持に努めなければならない。 

２  会長は，前項の秩序維持のため，必要な措置を執ることができる。 

 

  （その他） 

第８条  その他会議の運営に関し必要な事項は，会長が会議に諮って定める。 

  

  （庶務） 

第９条  審議会の庶務は、教育局総務企画部健康教育課において処理する。 

 

      附則 

  この要領は，平成７年４月１日から実施する。 

 

      附則（平成１１年８月３１日改正） 

  この改正は，平成１１年８月３１日から実施する。 

                                                

   附則（平成１３年３月１６日改正） 

  この改正は，平成１３年４月１日から実施する。 
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仙台市学校給食の概要 

 

１ 学校給食実施状況 

 本市の学校給食は,学校内に調理設備を有する「単独調理場方式」，調理設備を有する学校から給食

の提供を受ける「親子方式」，学校給食センターが調理した給食の提供を受ける「共同調理場方式」に

より，約 200 校の小中学校等に対し，1 日あたり約 8 万食を提供している。 

                                （平成 30 年 5 月 1 日現在） 

      ※１ 親子方式 小学校の単独調理校(親)より，幼稚園・中学校（子）へ給食を提供している方式。 
           秋保小より→あきう幼稚園(28 人)へ，生出小より→生出中（45 人）へ 
      ※２ 親校（秋保小及び生出小）は，上段の小学校単独調理校 68 校に含む。 

 

 

２ 本市の学校給食費 

 学校給食の実施に必要な経費については，学校給食法及び同法施行令において，施設や設備に要す

る経費，学校給食に従事する職員の給与などは公費負担，それ以外の経費は児童生徒の保護者の負担

とされていることから，保護者には給食費として食品購入にかかる経費を負担いただいている。 

 義務教育諸学校の１食あたりの学校給食費の決定にあたっては，小・中学校長，児童生徒の保護者，

有識者等から組織される「仙台市学校給食運営審議会」で審議され，その答申を受け，教育委員会が

決定することとなっている。 

 本市の学校給食費は，食材価格の高騰等により十分な栄養価が得られないこと等の課題を解決する

ため，平成 25 年 4 月に学校給食費を改定し，その後据え置きとなっている。 

なお，米飯給食について，本市ではその大半が委託により炊飯を行っているが，炊飯設備を有する

調理場（旧宮城町及び旧秋保町）では，米飯給食回数の違い等もあり給食費が異なっている。 

  

方  式 

校 数（校） 
児童生徒食数 

（人） 

実施率 

（％） 幼稚園 小学校 中学校 
中等 
教育 
学校 

特別 
支援 
学校 

定時制 
高校 

計 

単独調理場方式 －  68  12 － 1 2  83 34,801 100 

親子方式（※１※２） 1    1 － － －   2     73 100 

共同調理場 

方式 

太白学校給食センター －   7   9 － － －  16  8,084 100 

荒巻学校給食センター －   8  10 － － －  18  7,976 100 

高砂学校給食センター －   9  12 － － －  21  9,376 100 

野村学校給食センター －  18   5 － － －  23  9,057 100 

南吉成学校給食センター －  10  14 1 － －  25  8,495 100 

小  計 －  52  50 1  － 103 42,988 100 

合     計 1 120  63 1 1 2 188 77,862 100 



7 

 

＜学校給食費の額＞ 

区分 学校種別 学校給食費 備考 

一食単価制 

幼稚園 235 円  

小学校 245 円 自校炊飯校は 239 円 

中学校 290 円 自校炊飯校は 285 円 

中等教育学校（前期課程） 290 円  

特別支援学校 

小学部 245 円  

中学部 290 円  

高等部 290 円  

年額制 
仙台工業高等学校（定時制課程） 45,000 円 186 回（平成 30 年度） 

仙台大志高等学校（Ⅱ部） 40,000 円 153 回（平成 30 年度） 

 

 

３ 給食会計方式の公会計移行について 

本市では，単独調理校・給食センター対象校いずれの提供方式の学校においても，各学校長の権限

により給食費の徴収・管理を行う私会計による取扱いを行っている。（給食センター対象校においては，

さらに学校から市へ納入） 

現在，①学校給食会計の明確化 ②学校現場における給食会計事務の負担軽減 ③ 単独調理校にお

ける計画的な献立作成・食材購入 を目的として，平成 31 年 4 月を目標に，全市分の学校給食費及び

給食用食材購入費を本市予算に計上する公会計制度への移行を準備している。 

 

 

４ 衛生管理 

学校給食における食中毒の発生を予防するため，「学校給食衛生管理基準」（文部科学省）に基づ

き施設整備を行うほか，給食施設，給食従事者及び食品について，各種の検査・研修等衛生管理の徹

底を図っている。 

(1) 学校給食施設巡回指導（年１回） 

保健所による衛生管理に関する巡回指導を受けている。 

(2) 学校給食用食器具類の細菌検査（随時） 

食器具類のふきとり細菌検査及び洗剤残留検査を実施している。 

(3) 学校給食施設等定期検査（年３回） 

定期的に給食施設，給食設備及びその取り扱い状況，給食従事者の衛生管理及び検食・保存食の

状況，給食用食品等の検収・・保管の状況，衛生管理体制及び活動状況について検査を実施してい

る。 

(4) 日常点検（毎給食日） 

給食従事者・施設設備・食品・調理について，作業前・作業中・作業後に，点検を実施している。 

(5) 給食従事者の検便（月２回） 

定期的に赤痢菌や腸管出血性大腸菌の保菌の有無について検査を実施している。 

(6) 給食従事者の衛生管理研修会（年１回） 

衛生管理意識及び資質の向上を図るため，研修を実施している。 

(7) 学校給食用食品の細菌検査（年２回） 

定期的に食品及び調理済食品につき，大腸菌等の細菌の有無について検査を実施している。  
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５ 栄養管理 

成長期にある児童生徒の健康の保持増進を図り，食事について正しい理解を深め，健全な食生活を

営むことができるよう，多様な食品を組み合わせ，栄養のバランスのとれた給食を提供できるよう工

夫している。 

学校給食摂取基準は，基本的には１日の食事摂取基準の約 1/3 としているが，家庭の食事で摂取し

にくいカルシウムについては 50％，ビタミンＢ類については 40％，摂取過多となりやすい脂肪エネル

ギーについては，給食における給与エネルギー全体の 25～30％としている。また，生活習慣病予防の

観点から，食物繊維やナトリウムの目標量を定め，児童生徒の食生活等の実態を考慮したものとして

いる。 

学校給食の献立作成にあたっては，学校給食摂取基準の充足及び食育での「生きた教材」の観点か

ら，幅広い食品の使用や多様な調理法を組み合わせた食事内容となるよう「おいしく，楽しい，魅力

ある学校給食」を実現するため改善充実に努めている。また，学校給食用の物資の購入においては，

安全性，経済性はもとより，栄養，衛生，おいしさ等を総合的に考慮しながら，個々の食品を選定す

る基準として「仙台市食品規格書」を作成し，より安全・安心な給食を提供できるよう配慮している。 

一日の食事摂取基準を 100％とした場合の，学校給食摂取基準の占める割合 

     

  

一日の食事摂取

基準の1/3 

1 2 
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６ 食育の推進 

 現代の子どもたちは食生活や栄養バランスが乱れ，肥満傾向が多くみられるなど，生活習慣病の低

年齢化の傾向にある。また朝食欠食の問題もあり，成長期にある児童生徒が食生活の正しい理解と望

ましい食習慣を身に付けられるよう，発達段階に応じた食生活に関する指導を行うことが重要になっ

てきている。 

 小学校では「早寝・早起き・朝ごはん・あいさつ」などの基本的な生活習慣や食事のマナーの習得，

食品の働きや選び方を知ることなどを中心に，また中学校では栄養バランスを考えた食事や，生産・

流通について理解を深めることなどを中心に指導を行っている。指導にあたっては，給食の時間はも

とより，特別活動，各教科等の学校教育活動全体において，広く行われることが必要であることから，

「食に関する指導全体計画」，「学年ごとの年間指導計画」を学校ごとに作成し，学校教育活動全体の

中で計画的に取り組んでいるところである。 

 平成 26 年 3 月に「仙台市食に関する指導の手引（改訂版）」を発行した。学級担任用の給食指導編

の小冊子も作成した。手引と小冊子では，学校における食育の具体例を示し，食に関する指導の研修

会も実施して活用を推進し，さらなる食育の推進を図っているところである。 

 

 

７ 給食における残食 

 平成 26 年 3 月「仙台市食に関する指導の手引」を改訂し，各学校に手引及び学級担任に給食指導の

具体例を示した小冊子を配布した。食に関する指導の授業案と給食時間の指導例を示し，学校給食が

単なる昼食ではなく，食育での「生きた教材」となるよう指導の意識化を図ってきた結果，給食の残

食減量につながってきている。 

 今後も研修会等をとおして，指導の充実を図っていく。 

※ 残食率は，毎年 6月と 11 月の 2ヶ月間の供食量における残食量の割合 

  

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 

小学校 12.2 10.8 11.3 11.9 9.8 10.2 11.3 9.5 9.5 8.6 8.9

中学校 17.1 14.4 15.5 15 14.0 13.7 14.6 14.0 13.8 13.0 12.0

0

5

10

15

20
残食率の推移 

（％） 
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８ 食物アレルギー対応 

近年，食物アレルギーを有する児童生徒は年々増加傾向にある。 

本市においては，アレルギーを有する児童生徒が学校生活を円滑に送り，給食時間を楽しく過ごす

ことができるよう「食物アレルギー対応の手引」を定め，可能な範囲における対応を推進している。

平成 26 年 10 月に手引の第２次改訂と，新たに「緊急時対応マニュアル」を作成し，各校へ配布して

いる。また，専門医を講師とした食物アレルギー対応に関する教職員研修を開催している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 給食における放射性物質検査 

本市においては，平成 23 年 9 月より，ゲルマニウム半導体検出器により週に 1 回，学校給食に使

用する予定の使用頻度の高い主要な食品の中から，産地や入荷状況等を考慮して 3～4品目の検査を仙

台市衛生研究所（※）に依頼し，実施しているほか，平成 24 年 5 月より，NaI シンチレーションスペ

クトロメータによる簡易検査を，学校給食センターにおいて給食実施日の前日に毎回実施している。 

これに加え，単独調理校での使用食品や学校給食センター及び単独調理校における契約物資の事前

検査，実際の献立を全て検査する一食全体検査を実施しているところである。 

   ※平成 24 年 3 月までは財団法人日本冷凍食品検査協会。平成 24 年 4 月から衛生研究所へ依頼。 

検査対象 検査品目 

（検査頻度） 

検査実施主体 

(検査場所) 

検査機器 検査開始時期 平成 29年度

実施件数 

中央卸売市場流通品 
主要 3～4 品目のｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ 

（週 1 回） 

仙台市 

（市衛生研究所） 

※教育委員会から

の依頼により実施 

ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ 

半導体 

平成 23 年 9 月 

※平成 24 年 3 月まで

民間機関。同年 4 月

から衛生研究所。 

 

98 回 

 

給食センター使用品 
前日納品 2 品目/契約物資 

（毎給食前日/適時） 

仙台市 

(各学校給食ｾﾝﾀｰ) 
NaI 平成 24 年 5 月 2,138 回 

単独調理校使用品 
市場流通品以外/契約物資 

（適時） 
〃 〃 平成 24 年 5 月 96 回 

一食全体 

給食センター及び各単独調

理校調理給食 

（各 1 回） 

仙台市 

(健康教育課) 
NaI 平成 24 年 10 月 99 回 

 

 

 

1,287  1,376  
1,520  1,494  1,445  

1,791  
1,976  

2,370  

2,720  

3,020  2,964  

545  
657  591  645  

756  
923  

1,114  
1,221  

1,324  1,301  1,332  

1,832  
2,033  2,111  2,139  2,201  

2,714  

3,090  

3,591  

4,044  
4,321  4,296  

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

食物アレルギーを有する児童生徒数の推移 

小学校 中学校 合計 

各 5 月 1 日現在 

（単位：人） 
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１０ 学校給食費未納対策 

学校給食費未納問題については，平成 15 年度より未納対策を強化し，長期の滞納があった場合は，

教育委員会から催告書を送付し，それでも納めていただけない場合には，民事訴訟法に基づく支払督

促の申立てを裁判所に行っている。 

平成 24 年度，再三の支払督促にも応じなかった世帯を対象とし，初めて，民事執行法に基づく債

権差し押さえを実施したことが新聞等で報道されたことにより，強制執行対象世帯以外の滞納者から

も自主的な納付が進み，給食費未納に対する一定の抑止効果も図られている。 

 

 給食費収納状況               （上段：現年度収入（千円），下段：収納率（％）） 

 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

給食センター 

対象校 

2,175,452 2,321,683 2,231,060 2,174,383 2,171,362 2,161,142 

99.2 99.2 99.2 99.2 99.4 99.4 

単独調理校 
1,442,039 1,572,942 1,633,830 1,649,485 1,656,181 1,664,064 

99.4 99.5 99.5 99.4 99.5 99.5 
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